
−22−

苦情申立ての趣旨に沿った事例

私は、ある会社に正社員として採用されることにより国民健康保険（以下

「国保」という。）から脱退し社会保険（以下「社保」という。）に加入する

予定だった。しかし、事情により正社員ではなく短時間のパート契約に変更し

たので、結局は社保に加入せず国保を継続したままだった。

ところがある日、市から「国民健康保険の資格確認について（社会保険等と

の重複加入確認）」という書面（以下「通知書」という。）が届いた。後日、区

役所の担当窓口に行って社保には加入しなかったことを説明したが、２か月

後、再び通知書が届いた。

わざわざ区役所の担当窓口に行って説明したのに、その内容が伝わっておら

ず納得いかない。

１　苦情申立ての趣旨に沿った事例
　⑴　国民健康保険と社会保険の二重加入問題（要約）

通知書は、国保資格の適正な維持管理と、国保脱退手続きの簡素化を目的として、
「国民年金第２号被保険者（厚生年金加入者）に切り替わっていると思われるが、現
在も国保に加入している方」に対し、概ね２か月に１回の頻度で世帯主宛に送付して
います。

それに対し、何らかの理由により市民から区役所担当課へ通知書の送付停止に関係
するようなお申出等があれば、①区役所担当課は国保システムに当該対象者に関する
情報（以下「当該情報」という。）を入力する、②区役所担当課は本庁担当課へ当該
情報を伝達する、③本庁担当課は当該情報を引抜リスト（再通知書を送付してはなら
ない方のリスト）に入力する、④本庁担当課は、通知書の送付前に引抜リストに入力
されている当該情報を国保システムで確認し、当該対象者に係る通知書を手作業で引
き抜く、という事務処理を順次行っております。

本件の経緯としては、まず申立人の所属する世帯の世帯主に対し、本庁担当課が通
知書を送付しました。その後、申立人から区役所担当課の職員へ一旦社保に加入した
が遡って取り消したとのお申出がありましたが、２か月後、申立人が所属する世帯の
世帯主に対し、再び通知書を送付しました。

本件は、申立人から二重加入ではない旨のお申出を受けた区役所担当課が、前述の
事務処理②に基づくことなく、本庁担当課へ申立事項を伝えていなかったことが原因
であると考えております。

今後は、次の４点の改善に取り組んでまいります。１点目は、国保の資格に関する
内容について、通知書のことも含め市民の方に誤解を生じさせないよう正しい情報を
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分かりやすく丁寧に説明いたします。２点目は通知書に関する内容で窓口に来課され
た場合は国保システムに記録を残すことを徹底します。３点目は市民の方からのお申
出等が次回の通知書送付に関係する場合には、送付を停止するためにその時点で本庁
担当課への申し送りを徹底します。４点目は今回の事例を教訓として、国保の窓口に
関わる職員が業務の流れを理解し、すべての窓口担当職員が同じ対応をとれるよう研
修を実施します。

申立人にご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。

市民が通知書の送付を停止するために区役所担当課に来課された場合は、以下の①
から④の事務処理が行われています。

まず、①についてですが、毎日多数の来客がある窓口業務においては、職員が特定
の市民を担当するものではないため、どの職員が対応したとしても、交渉の経緯がわ
かるよう、職員間で共有できる交渉記録を入力しておくのが望ましいことではありま
すが、全ての交渉記録を入力する必要まではないと考えます。

「市からの回答」によると、申立人が区役所担当課の窓口に来課され、「一旦社保
に加入したが遡って取り消した」との申出があったとのことでした。オンブズマンが
調査したところ、区役所担当課では、国保システムに交渉記録として入力すべき情報
や事項の基準がはっきりと決まっておらず、その判断は職員に委ねられていたため、
本件では入力しなくてもいいと判断してしまったようです。情報の共有や引き継ぎ等、
今後の業務に影響すると思われる事項の基準が定められていれば、このようなことは
起こらなかったと考えられます。

したがって、本件では、職員間で共有できる交渉記録として国保システムに入力す
べき基準が整備されていなかった点に不備があったということができます。

次に、②についてですが、区役所担当課においては、本庁担当課へ本件対応の情報
を伝えなければならないという認識を含めて、連絡すべき事項についても周知徹底さ
れていなかったとのことです。区役所担当課と本庁担当課においては、関連する業務
を遂行する上で、どのような事項について情報共有や情報伝達が必要なのかという基
本的認識が共有されていなかったということができます。本件は、通知書の送付停止
に関係する申出であることから、本庁担当課に情報伝達さえ行われていれば、通知書
が送付されることはなかった事例であり、極めて基本的な情報伝達が欠如していたも
のと言わざるを得ません。

したがって、本件では、結局、①の入力する基準の整備とも関連しますが、どのよ
うな場合に区役所担当課から本庁担当課へ情報伝達すべきかの基準が整備されていな
かった点に不備があったということができます。

③と④についても、区役所担当課においては、本庁担当課が③と④を行っているこ
とについてはっきりとした認識はなかったようです。通知書の作成は、本庁担当課が
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行っていますが、区役所担当課においても、市民から通知書の送付停止に関する申出
等がなされた場合に対処するため、これら事務処理の概要を把握しておく必要がある
と考えます。本件において、これら事務処理の概要が把握されていれば、①の国保シ
ステムへの入力や②の情報伝達も遂行され、通知書の送付という事態も発生しなかっ
たものと思われます。

以上、本件は、本庁担当課と区役所担当課が車の両輪のようにそれぞれが連携し、
一体となって国保制度を運用しなければならないという認識が希薄であり、両課の連
携に不備があったことに根本的な原因があったと言わざるを得ません。

ところで、通知書には本庁担当課が担当課である旨の記載がありますが、窓口対応
については区役所担当課が対応しているようです。

申立人（市民）からすれば、通知書を送付した本庁担当課に行って話をしようと思
うのが通常の感覚だと思います。事務分掌（各課が取扱う事務を記したもの）で国保
の資格に関することについては区役所担当課が担当することが決まっているとはいえ、
本庁担当課が送付した文書に対しての来庁者について、本庁担当課に案内することも
なく区役所担当課で対応すること自体、本庁担当課と区役所担当課に求められる連携
や事務処理を複雑化させる一因になっているのではないかと思います。物事をもっと
シンプルに捉え、例えば、本庁担当課の業務、区役所担当課の業務を整理して、通知
する文書に明記する、又は本庁担当課が送付した文書に対しての問合わせ等について
は本庁担当課が対応する、若しくは最初から区役所担当課が担当することが決まって
いるのであれば、区役所担当課が通知書を送付するなど、どのような場合でも、最終
的に市民に対して分かりやすい工夫がなされればいいのではないかと思いました。

本件は、１つの業務が２課にまたがる場合の連携不足が表面化してしまった事案だ
と言えます。市は、「市からの回答」にある４つの改善点をしっかり検討し実行する
ことによって、市民から信頼される制度の運用に努めてほしいと思います。

４つの改善点については、それぞれ具体的な対策を実施しています。
１点目の市民への説明については、市民の方に誤解を生じさせないよう、業務の具

体的情報を正確かつ分かりやすい言葉を用いて、市民に丁寧に説明することとしまし
た。

２点目の窓口での対応記録については、市民の要望や質問、これに対する回答や結
論など、これらの交渉経過を時系列で記録することを徹底しました。

３点目の区役所担当課から本庁担当課への申送りについては、システムで情報共有
することと合わせて、口頭でも直接連絡することを再徹底いたしました。

４点目の課内職員の国民健康保険業務への理解については、運用方法の統一化を図
るため、内部研修を実施しました。今後も問題が生じた場合は、その原因究明と対応
策が定まり次第、速やかに内部研修や緊急の事務連絡などによって周知の徹底を図り
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ます。
これらの対策を講ずることで、市民の方々から信頼される制度運用に努めると共

に、分かりやすいご案内やご説明ができるように努めてまいります。
また、区役所担当課と本庁担当課との連携を密にしながら、業務内容の整理や運

用の改善などを積極的に図ってまいります。
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私は、事情があって、私の戸籍発行の履歴とそれを誰が請求し、取得した

のか調べようと思い、戸籍情報取得の申請書（以下「戸籍関係請求書」とい

う。）の情報開示請求をした。

後日、市役所に行き開示請求した対象文書を受け取った。過去３年間で数件

の戸籍発行の履歴があったとのことだったが、それに伴う戸籍関係請求書の一

部については、文書の保存期間内であったにもかかわらず、組織改編の際に

誤って廃棄されており、「その分については誰が戸籍発行を請求し取得したの

か分からない」「誤って廃棄したことについては後日謝罪に伺います」とのこ

とだった。

しかし、いまだに市からは謝罪どころか連絡も受けていない。

戸籍関係請求書は誤廃棄され、また、後日謝罪に伺うと言っておきながら、

いまだに連絡がない。このような市の仕事や対応に納得がいかない。

　⑵　戸籍関係請求書の保存（要約）

戸籍関係請求書の保存期間は「熊本地方法務局戸籍事務取扱準則」（以下「準則」
という。）において、「３年」と定められています。保存期間の起算方法については、
「当該年度（１月１日から12月31日まで）の翌年から起算しなければならない。」と
定められています。

戸籍関係請求書の保存、点検及び廃棄の一連の流れにおいては大きく５つのことが
行われます。

まず、準則に基づき、①戸籍関係請求書を保存する時は、帳簿書類保存簿に記録し
ます。また、②保存期間中は、毎年８月に定期点検を行います。点検は、戸籍事務従
事職員が帳簿書類保存簿と対照しながら実施します。点検終了後は、帳簿書類点検引
継簿に記録した上、所属長（区民課長）及び戸籍事務管掌者（区長）に報告するとと
もに確認印を受けます。

次に、③保存期間が経過したものについての廃棄手続については、帳簿書類廃棄決
定書を作成し、所属長の決裁を受け、帳簿書類保存簿に廃棄決定日の記録を行います。
これらの過程で、④組織改編等による保存文書の引継ぎが発生するときは、保存期間
等が記された引継ぎリストを作成し引継書とともに引継先に引継いでいきます。

最後に、⑤物理的な廃棄処分については、例年、総務課の指示により実施される保
存期間満了文書に係る廃棄処理・搬出作業により行っています。

本件においては、組織改編により保存期間未経過の文書を移管し、保存期間満了分
を廃棄するため、引継元の部署と引継先の部署で移管書類の引継ぎリストを作成しま
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したが、そのリストにおいて戸籍関係請求書の保存期間「３年」を誤って「１年」と
記していたため、保存期間未経過の文書を保存期間満了文書として廃棄してしまった
ものです。

今回の主な廃棄原因につきまして、以下の三点が挙げられます。一点目は、準則
に基づく定期点検を行っていなかったことです。二点目は、引継ぎリストにおいて保
存期間を誤っていたことです。三点目は、引継書のやり取りを行っていなかったこと、
さらに廃棄手続きを行っていなかったことです。

今回の情報開示請求の対象となる文書について調査したところ、保存期間が満了し
ている文書と認識し廃棄処分していたことが判明しました。

上記のことについては、当初、申立人へ複数回電話連絡を行っておりましたが、申
立人の主張にあるように連絡がとれないままの状態となっていました。

情報開示請求をされた関係文書が保存期間内でありながら、また十分な引継ぎや文
書移管ができておらず、誤って破棄してしまったことに対して改めて深くお詫び申し
上げます。今後このようなことがないよう次のような取り組みを行い、再発防止を徹
底します。

まず、戸籍事務に関する重要性の再確認として、戸籍事務の取扱いについては関
係法令等によって行うことを課内職員へ再確認を行いました。また帳簿書類の点検と
して、定期的に戸籍に関する帳簿書類保存簿と対照し、その異常の有無を点検するこ
とを徹底しました。さらに、廃棄手続きの再確認として、現実に廃棄処分を行うに当
たっては、一人の担当者のみで行わず複数の職員により確認し確実に実施していくこ
とを徹底しました。

また、謝罪に伺うことができなかったことについても、申立人に対し連絡が取れる
まで電話をかけるべきであったと深く反省しております。

今回このような誤った事務処理を行ってしまったこと及び申立人に非常に不快な
思いをさせてしまいましたことに対し、改めて深くお詫び申し上げます。

戸籍関係請求書の誤廃棄について、通常、戸籍関係請求書の保存期間中及び保存期
間終了後の取扱いは、「市からの回答」で示された①から⑤のことが行われます。

戸籍関係請求書の保存期間は、戸籍関係請求書が提出された年の翌年から起算し
３年間です。しかし、市は、保存期間を待たずに戸籍関係請求書を誤廃棄したとのこ
とです。市は、誤廃棄の原因として、準則に基づく定期点検を行っていなかったこと、
移管書類の引継ぎリストにおいて保存期間を誤って記載していたこと、適正な引継ぎ
を行っていなかったこと、廃棄手続きを行っていなかったことなどに問題があったこ
とを認めています。

よって、戸籍関係請求書の管理について、準則や手順に沿った事務処理が行われて
おらず適正に管理されていたとはいえないため、市の業務に不備があります。
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また、今回の対応については、市が業務上のミスを認め、それに対し相手方宅に訪
問して謝罪すると伝えている以上、なかなか電話が通じなかったとしても、相手方か
ら来訪を断る旨の明確な意思表示がない限りは、定期的に電話をかけ訪問日の日程調
整を試みる必要があったものと考えます。また、電話がつながらないからといってそ
のままにすることなく、直接、訪問することも検討すべきであったのではないかと考
えます。

「市からの回答」によれば、そのような対応や検討は行われていなかったとのこと
です。よって、市の対応については不備があるといえます。

申立人が最も知りたかった戸籍関係請求書の請求者については、戸籍関係請求書が
廃棄処分されているため、知ることはできません。市が保存期間内である戸籍関係請
求書を誤廃棄したという事実は、過失といえども看過できないことです。市は二度と
このようなことが起こらないよう、「市からの回答」にありますように、法令に基づ
いた戸籍事務を行うこと及び帳簿書類の徹底した点検といった再発防止策を確実に実
践してほしいと思います。

⑴�　戸籍事務に関する重要性の再確認については、戸籍事務を始め、各事務取扱は
関係法令等を遵守し適切に行わなければならないことなどを内容とした研修を
担当職員に実施しました。

　［研修］実績：２回（実施年月：令和２年11月、令和３年３月）

⑵�　帳簿書類の点検については、複数職員で定期的に行い、戸籍に関する帳簿書類
保存簿と対照し、保存期間内の関係帳簿が異状なく確実に保管されていることを
確認しました。

　［点検］実績：３回（実施年月：令和２年８月、同年11月、令和３年３月）

⑶�　文書廃棄については、保存期間が経過したものを複数職員が帳簿書類保存簿の
記録及び関係帳簿と付け合せながら、廃棄処分対象外の書類が混在しないよう確
認し文書廃棄を行いました。


